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産業保健の基本と健康会計 

 
 
 

 

< はじめに > 

 

 

昨今の企業活動の国際化、就業形態の多様化、就労人口の構造変化（従業員

の高齢化等）など労働者を取り巻く環境や、企業自体が労働者に望む競争や、

変化に対する対応といった要素は、労働者にとって大きなストレス要因である

といえる。 

 

日本企業が激しい国際競争において、生き残りをかけたさまざまな施策を展

開している中で経営層が意思決定した経営施策の成否は、それについて行ける

従業員の存在にかかっており、そのためには従業員が心身ともに健全であるこ

とが不可欠である。 

 

従業員の健康を企業にとっての資産とみなし、これらに積極的かつ効率的に

投資して効果を上げようとする戦略的な考え方を背景として、企業等が CSR

活動の点から健康資本増進活動の「費用」と「効果」を可視化するための健康

情報ツールとして提唱されているのが“健康会計”である。 

 

健康会計が、効果的に機能を発揮するためには、企業において産業保健体制

とマネジメントシステムが整備されている必要がある。 

 

本稿では、産業医科大学産業医実務研修センター所長 森晃爾氏に、産業保

健のあり方や、経営者と産業保健スタッフとの共通理解の重要性、“健康会

計”を用いて可視化した従業員の健康状態と活動のコストや成果といったも

のを経営判断に反映する取組みをご紹介いただく。 
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